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税務情報 

経済産業省 － ストックオプション税制に係る 2024年度税制改正
の経過措置に関する資料の公表 

経済産業省は、ストックオプション税制に関する情報を集約している「ストッ
クオプション税制」のページにおいて、以下の資料（全 6 ページのスライド）
を公表しました。 

 2024 年 3 月 31 日以前に契約締結した税制適格ストックオプションについ
て令和 6 年度改正ストックオプション税制のメリットを受けるためには
2024年 12月 31日までに契約変更が必要です（PDF 1,412KB） 

2024年度税制改正では、税制適格ストックオプションの要件が見直され、①一
定の株式会社が付与するストックオプションに係る年間の権利行使価額の限度
額が引き上げられるとともに、②ストックオプションの行使により取得した譲
渡制限株式について、証券会社等による株式の保管委託に代えてその発行会社
による株式の管理も可能とされる等の措置が講じられました。 

上記①（権利行使価額の限度額の見直し）及び②（発行会社自身による株式管
理スキームの創設）の措置は、2024 年分以後の所得税について適用されます
（2024年改正法附則 31①）が、以下の経過措置も設けられています。 

【経過措置】（2024年改正法附則 31②） 

2024年 4月 1日前に締結された旧租税特別措置法第 29条の 2第 1項に規
定する契約（以下、「旧契約」）で同条第 1項各号に掲げる要件が定められて
いるもの（2024年 4月 1日から 2024年 12月 31日までの間に行われたそ
の旧契約の変更により、次の各号に掲げる場合（*）に該当することとなった
場合には、その各号に定める旧契約を含む。）は、新租税特別措置法第 29条
の 2第 1項各号に掲げる要件が定められている同項の契約とみなして、同条
の規定を適用する。（以下省略） 

（*） 旧契約の権利行使価額の限度額要件及び／又は株式の保管委託要件に代
えて改正後の上記①及び／又は②の要件が定められた場合 

今回公表された資料は、上記の経過措置の適用に際し留意すべき事項として、
たとえば以下の内容を周知しています。 
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 2024年 3月 31日以前に契約を締結したストックオプションについて、2024

年度税制改正のメリットを享受するには、2024年 4月 1日から 2024年 12

月 31日までの間に税制改正を反映した契約内容に変更する必要がある。 

 契約変更に際して、「税制適格要件とは関係のない契約事項の変更」又は「税
制適格要件を満たす範囲内での変更」を行った場合において、変更後の権利
行使についても当初の契約に従って行われるものと同様と認められるとき
は、原則として、税制適格性は失われない。 

 「税制適格要件を満たす範囲内での変更」だとしても、経過措置に即した変
更を除き、たとえば当初契約の行使期間を「3～8年」から「2～10年」に変
更する場合など、当初契約の範囲を超える場合には、当初の契約に従った権
利行使とは認められないため、税制適格ストックオプションとして取り扱う
ことができない。 
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